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公立大学法人札幌市立大学 平成２２年度年度計画 

 
Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置（住民に対

して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき

措置） 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

(1) 教育成果に関する目標を達成するための措置 

 （学部教育） 

・ 共通教育科目は、大学教育を受けるための心構えや履修方法、主体的な問題解

決能力を養う「導入科目」、文化や人間、社会に対する理解を目的とする「教養科

目」、語学などのコミュニケーションツールの習得を目的とする「コミュニケーシ

ョン科目」に区分し、体系的な教育を行う。 

・ 専門教育科目は、専門科目を学ぶ前提や基礎となる科目群、専門的知識や技術

を学ぶ科目群に区分し、専門知識や高度な技術について体系的な教育を行う。 

・ デザイン学部の教員は、空間、製品、コンテンツ、メディアの各コースの特色

と他コースとの関係性、さらには専門分野全体の関係性を理解し、それを教育に

反映させるため、コースごとにプレゼンテーションを行い、情報を共有すること

により、体系的に教育を行う。 

・ 看護学部の教員は、領域ごとの特色と他領域との関係性、さらには専門分野全

体の関係性を理解し、それを教育に反映させるため、領域ごとにプレゼンテーシ

ョンを行い、各領域が情報を共有することにより、体系的に教育を行う。 
・ デザイン学部においては、学生に対し、デザインに関連する企業、行政等の取

組事例や起業家等の活動を知る機会（講演会、交流会、ワークショップ等）を設

け、就業や起業に向けた情報を早い段階から提供するとともに、インターンシッ

プを通じた就業体験の場を提供する。また、企業等に対しては、デザイン学部の

教育内容について周知を図る。 
・ 看護学部においては、保健、医療、福祉分野への関心と理解を深め、将来の看

護職としての動機付けや看護の働きかけを体験的に学ぶため、医療機関等での実

習を１年次から段階的・体系的に実施する。また、実習施設に対して看護学部の

教育課程における実習の役割・位置づけを周知するとともに、効果的・効率的・

円滑に実習を行うために臨地実習指導者会議を開催する。 
・ 多様な講師の活用や関連施設を活用した実習など産業界、保健・医療・福祉機

関、高等教育機関、行政等と連携した教育を行い、地域に貢献できる人材の育成

に努める。また、教育成果や研究成果等の知的資源を情報公開、公開講座を活用

して地域に還元するとともに、地域を対象としたプロジェクトに取り組む。  
・ 教務・学生委員会は、教育の成果・効果を客観的に幅広く検証するため、学生
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による授業評価アンケートを実施する。また、卒業生に対する追跡調査について、

具体的な調査方法をさらに検討を進め、調査実施を目指す。 

（大学院教育） 

・ デザイン研究科では、課題解決能力をはじめ、創造力、企画調整能力、実践能

力等の高度なデザイン能力と、地域貢献に資する高度専門職業人としての資質の

涵養に向け、授業科目及び研究指導を体系的・組織的に展開する教育課程を編成

し、教育を実践していく。 

・ 看護学研究科では、高度な臨床看護実践能力や、分析・判断・行動・評価能力、

統合・調整能力、健康づくり支援能力と、地域貢献に資する高度専門職業人とし

ての資質の涵養に向け、授業科目及び研究指導を体系的・組織的に展開する教育

課程を編成し、教育を実践していく。 

 (2) 教育内容に関する目標を達成するための措置 

ア 入学者選抜 

・ アドミッション・ポリシーに基づき、使命感及び勉学意欲を持った学生を確

保する。 
・ アドミッション・ポリシーは、ホームページで公開するほか、オープンキャ

ンパスや高校訪問、進学相談会等でも説明を加え、広く周知する。 
・ アドミッション・ポリシーに基づき、一般選抜（前期・後期）、特別選抜（推

薦入学・社会人・私費外国人留学生）を実施するほか、入学者選抜の内容や制

度について継続して検討する。 
・ ３年次編入学生を受け入れるため、編入学試験を実施する。また、社会人等

の学習ニーズに対応するため、科目等履修生、聴講生及び研究生の募集を行う。

また、専攻科及び大学院研究科の学生募集を積極的に行う。 
・ 入学者を対象としたアンケート調査等を実施するなど、入学者選抜方法の事

後評価を行い、入学者選抜方法の改善・充実を図る。 
イ 教育課程 

（学部教育） 
・ 「日本語表現法」「プレゼンテーション」「情報リテラシー」等専門分野の枠

を超えて共通に求められる知識、思考法等の知的な技法などが身に付くよう教

育課程を編成する。 
・ 「スタートアップ演習」では、両学部の学生が専門分野を学ぶ上での問題点

の発見や課題解決手法等を習得させる。さらに、その成果の発表などを通じ、

異なる分野を志す学生が互いの発想に触れ、広い視野を持つことができるよう

教育を行う。 
・ デザイン学部においては、１年次から共通教育とともに、体系的にデザイン

の基礎となる専門教育科目を実施し、2 年後期から始まるコース別専門教育に円
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滑に移行できるよう配慮する。 
・ 看護学部においては、1 年次から専門知識・技術を習得するためにくさび型カ

リキュラムを導入し、専門教育科目を実施する。 
・ １年次の「スタートアップ演習」、３年次の「学部連携演習」で、学部間の有

機的な連携による授業を展開する。 
・ 学生の入学前の取得単位認定を実施するほか、TOEIC・情報等の資格取得に

よる単位認定を検討する。また、他大学との単位互換制度の導入について、単

位互換の意義、整備条件（開講科目や遠隔授業等）を検討するとともに、実現

可能な大学との具体的な交渉を始める。 
・ 「スタートアップ演習」や「学部連携演習」において、地域の様々な課題を

取り上げた実践的な授業を実施するとともに、「寒冷地デザイン」「寒冷地医療」

など、地域の特色を生かした教育を進める。 
（大学院教育） 
・ デザイン研究科では、学士課程を基礎に高度で専門的なデザインを追及し、

専門分野については、空間デザイン分野、製品デザイン分野、コンテンツ・メ

ディアデザイン分野の 3 分野を設けて教育課程を編成し、体系的に進めていく。 
・ 看護学研究科では、学士課程を基礎として、実践看護学分野及び看護マネジ

メント学分野を設けて教育課程を編成し、体系的に進めていく。 
・ デザイン研究科では、専攻分野の基礎的素養を涵養するため、専門教育科目

の中に基本科目を配置するとともに、高度な専門的知識及び能力の修得に向け、

展開科目等を配置するなど、全体のバランスに配慮した教育課程を編成する。 
・ 看護学研究科では、専攻分野の基礎的素養を涵養するため、専門教育科目の

中に専門基本科目を配置するとともに、高度な専門的知識及び能力の修得に向

け、専門科目等を配置するなど、全体のバランスに配慮した教育課程を編成す

る。 
・ デザイン研究科に空間デザイン分野、製品デザイン分野、コンテンツ・メデ

ィアデザイン分野の３分野を設け、高度な専門性が求められる職業人の育成を

目標とした実践的な教育を展開する。 
・ 看護学研究科に、５領域で構成する実践看護学分野と１領域で構成する看護

マネジメント学分野の２分野を設けるとともに、母子看護学領域、成人看護学

領域（急性期）、精神看護学領域に、修士論文コースのほか、専門看護師（CNS）
コースを併設することにより、高度な専門性が求められる職業人の育成を目標

とした実践的な教育を展開する。 
ウ 教育方法及び履修指導方法 

(ｱ) ２キャンパス 

・ 両学部の学生が合同で学ぶ共通教育科目は「芸術の森キャンパス」で実施
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するが、共通教育科目を受講する看護学部の学生が、同日中に両キャンパス(芸
術の森、桑園)間を移動することのないような時間割編成を行うなど、看護学

部の学生の一層の負担軽減に努める。 
・ 両研究科の学生が合同で学ぶ研究科連携科目については、特定の曜日に桑

園キャンパスで開講するなど、学生の負担軽減に配慮する。 
・ 学生を対象に図書館の図書の両キャンパス間の検索、貸出し・返却を行う。 
・ 遠隔授業システムを利用する授業の適切性及び e ラーニングシステムの利

用状況を調査するとともに、活用の方針を定め、その上でネットワーク上の

情報量の推移を検証し、情報システムの拡張を検討する。 
(ｲ) 多様な授業・履修形態 

・ 教育分野や教育内容の特性に応じ、演習、実習を取り入れた教育を行うと

ともに、必要に応じて、多様なメディア機器等の活用、セミナー、討論、プ

レゼンテーション、現地調査、模擬患者を活用した演習などを実施する。 
     ・ 大学院においては、学生の研究成果発表、学会等への参加を積極的に支援

していく。 
・ 科目等履修生規則、聴講生規則及び研究生規則に基づき募集を行う。また、

特別聴講学生制度及び長期履修学生制度の導入について、他大学の事例検証

などを基に引き続き検討する。 
・ 両研究科では、社会人学生の勤務との両立に配慮するため、大学院設置基

準第 14 条に定める教育方法の特例を実施するとともに、長期履修学生制度を

導入する。 
 (ｳ) 実践的な授業の重視 

・ デザイン学部においては、学生に対し、デザインに関連する企業、行政等

の取組事例や起業家等の活動を知る機会（講演会、交流会、ワークショップ、

学外授業等）を設け、就業や起業に向けた情報を早い段階から提供するとと

もに、高年次においてはインターンシップ等を通じて企業の活動を実際に体

験する機会を推奨する。また、企業等に対し、デザイン学部の教育内容につ

いて周知を図る。 
・ 保健、医療、福祉分野への関心と理解を深め、将来の看護職の動機付けや

看護の働きかけを体験的に学ぶため、医療機関等での実習を１年次から段階

的・体系的に実施する。また、実習施設に対して看護学部の教育課程におけ

る実習の役割・位置づけを周知するとともに、効果的・効率的・円滑に実習

を行うために臨地実習指導者会議を開催する。 
・ 実習先等におけるさまざまな危険を回避し、学生が安心して演習・実習を

行うのに必要な保険の必要性・重要性を理解できるようにガイダンスを行い、

傷害・賠償保険に加入させる。 
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・ 豊富な実務経験を持つ専任教員、非常勤講師を採用し、職業人育成のため

の教育を行う。 
・ 実務経験豊富な外部講師を招聘し、特別講演等を行う。 
・ 学部の特性に応じて、講義、演習、実習を体系的に組み合わせ、専門知識

や高度な技術を修得できるよう授業を行う。 
(ｴ) 履修指導方法 

・ シラバスに「科目のねらい、到達目標」を明記するとともに、ホームペー

ジでも公開する。また、学生の授業評価アンケート等を参考にして、次年度

のシラバスの充実を図る。 
・ 全教員を対象として、ＦＤ（ファカルティ・ディベロップメント）を効果

的に実施し、教育方法の継続的な改善を図る。 
・ 学生の段階的かつ効果的な履修と学業のきめ細やかな支援を行うため、セ

メスター制を実施する。 
・ 学部ごとにセメスターにあわせて履修にあったての留意事項、スケジュー

ル等についてガイダンスを実施する。 
・ デザイン学部においては、２年後期のコース別教育にあたり、事前に適切

なコース選択ができるようきめ細かな指導を行う。 
・ 看護学部においては、看護実習の開始前に、実習に当たっての履修指導を

行う。 
・ 「英語Ⅱ」における習熟度別クラス編成の導入など、多様化する学生の資

質・学力に対応するための共通教育科目の充実・強化に努める。 
・ 一部専門基礎科目の見直し等により、多様化する学生の資質・学力に対応

していく。また、これまでの事例検証を基に必要性が高いと考えられる科目

のリメディアル教育（補完授業）を実施する。 
・ 履修科目の過剰登録を防ぐためキャップ制を継続して実施し、登録単位に

上限を設ける。また、GPA を活用する。 
・ 大学院生によるＴＡ制度について、対象とする授業科目や募集方法、支援

方法等の具体的内容を検討し導入を進める。また、少人数教育、習熟度別ク

ラス等に関して、授業評価アンケートの結果を基に、より学生のニーズに合

った授業形態を検討し、整備を進める。 
・ デザイン学部では空間、製品、コンテンツ、メディアの各コースごとに、

看護学部では臨床、地域の区分により設けている履修モデルについて、学生

の実際の履修状況を検証し、改善・工夫を図る。 
・ 両研究科においては、学生の研究テーマに沿った指導教員を学生ごとに決

定し、教育・研究指導を一貫して行う。 
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エ 学生の成績評価 

・ 学則で定めた成績評価基準に基づき、適切な成績評価を行う。 
・ 教育課程における目標の達成度の評価方法、各科目の年度ごとの評価の整合

性等を検証し、成績評価基準等の見直しを図る。 
・ 成績評価基準の周知徹底を図るため、評価基準を学生生活ハンドブックに明

示するとともに、シラバス、ホームページで公開する。 
・ 学生の優れた成績や課外活動等に対して表彰を実施するとともに、奨学金制

度については引き続き検討を行う。 
・ 学生からの成績評価に対する照会等について両キャンパスに設置した窓口に

おいて対応する。 
(3) 教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

ア 適正な教員の配置 

・ 大学院教育を含め、大学全体で必要な教員組織及び構成について検証し、そ

の上で計画的に教員を採用し、適正な教員配置を行う。 
・ 新たに教員を採用する場合には、将来的な年齢構成等にも配慮する。 
・ 助教および助手の適切な任用及び配置を行う。 
・ 実務経験の豊富な客員教授等の活用を図る。また、特任教授の制度を導入す

る。 
・ 大学院生によるＴＡ制度について、対象とする授業科目や募集方法、支援方

法等の具体的内容を検討し導入を進める。 
イ 教員の資質の維持向上 

・ 学長、学部長、研究科長等は、教員に対し、授業開始前に、大学・学部等の

教育上の目的、育成する人材像、各授業科目の教育目標・位置付け、他の授業

科目との接続関係等に関する研修を行う。 
・ 大学での授業が未経験の教員に対しては、ＦＤ委員会が中心となり、学校教

育法等に係る研修を行う。 
・ 教務・学生委員会は、シラバスの記載項目、記載方法等に関する一定のルー

ルを作成する。ＦＤ委員会は、希望する教員に対して記載方法等の指導・助言

を行う。 
・ 学生による授業評価アンケートや教員相互の授業参観を実施し、その結果を

教員及び学生にフィードバックすることにより、授業の内容及び方法の改善に

役立てる。 
・ ＦＤに関する講演会や学内の研修会を実施するほか、両学部教員による研究

交流会を実施し、情報交換を行う。 
・ ＦＤに関する外部の研究会や研修会に教職員を派遣する。 
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ウ 教育環境の整備 

・ 芸術の森キャンパスにおいて、札幌市立高等専門学校の専攻科の最終年次を

迎え、転用可能な教室等施設の整備を順次進める。 
・ 学内施設利用に関する点検・評価を行い、効果的で効率的な施設運用を図る

とともに、必要な措置を講ずる。 
・ 学年進行に合わせ、専門教育に必要な教育研究システムや情報機器を優先度

を考慮し逐次整備する。 
・ e ラーニングシステムや遠隔授業システム等を活用した授業の効果を検証し、

工夫・改善を図る。 
・ 図書館運営会議が図書や図書館の備品整備を検討、総務委員会が全学的な施

設・設備の整備を所管する等、所管委員会間で調整を行いつつ、必要な整備を

行い、良好な教育研究環境の整備に努める。 
・ 図書館運営会議において、図書の選定・充実を図るとともに、図書及び学術

情報等に係る環境改善について定期的に検討する。 
・ 図書等については、図書、視聴覚資料、雑誌、電子ジャーナル等について選

定作業を行い、充実を図る。 
(4) 学生への支援に関する目標を達成するための措置 

ア 学習支援及び学生生活支援 

・ 両学部におけるメンター制度により、学生の修学・進路・生活及び心身の健

康等にわたる各種相談等に、教員が直接かつ柔軟に対応する。 
・ 学生のメンタルヘルス、生活相談等、学生生活全般を支援するため、学部の

学生支援委員会を中心に、両学部におけるメンター制度を活用した支援を行う。 
・ 両キャンパスに配置したカウンセラー及び看護師等の専門スタッフにより、

学生のメンタルヘルス、生活相談等、学生生活の支援を行う。 
・ 教務・学生委員会において、学生生活の実態や意向を把握するためのアンケ

ートを実施し、学生生活の充実に向けた改善策を検討した上で、順次具体化し

ていく。 
・ 学部完成及び大学院開設に伴い、施設利用時間延長等を勘案しながら、駐車

場の利用調整を行う。 
・ 学生の地域活動等に対して、情報提供、教職員の助言等を行う。 
・ 学生のニーズを踏まえ、福利厚生及び課外活動のための施設・設備の整備を

行う。 
・ キャリア支援センター及びキャリア支援委員会は、大学院学生を含め、学生

に対するキャリア教育、就職ガイダンス等を実施するとともに、就職先の開拓

および連携等を強化し、就職活動を支援する。 
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・ キャリア支援センターおよびキャリア支援委員会は、地元の企業や関係機関・

団体等との連携を一層促進する。 
・ 経済的理由により就学が困難な学生に対し、学生納付金の減免制度や各種奨

学金制度を活用し、支援する。 
・ 後援会組織及び同窓会組織と連携し、大学祭などの課外活動や学生生活、福

利厚生等の支援を行う。 
イ 留学生及び障がいのある学生に対する支援 

・ 留学生に対する生活支援、学習支援等、各種支援体制について、順次整備を

進めていく。 
・ 障がいのある学生に対し、教務委員会及び学生支援委員会が中心となり、修

学上の支援と相談を行うほか、必要に応じて設備･機器等の整備を行う。 
 
２ 研究に関する目標を達成するための措置 

(1) 研究の方向性、研究水準及び研究成果に関する目標を達成するための措置 

ア 目指すべき研究の方向性 

・ デザイン学部及びデザイン研究科については、産業や芸術・文化の振興、都

市機能・都市景観の向上、都市再生等に寄与する研究を行う。 
・ 看護学部及び看護学研究科については、看護の基礎的な研究、地域看護の充

実及び市民の健康の保持増進に寄与する研究を行う。 
・ 両学部・両研究科において、保健・医療・福祉分野や環境、健康、生活、情

報等をキーワードとする共同研究を推進する。 
・ 科学研究費補助金を含む競争的研究資金への募集情報を周知し、外部資金導

入による研究の促進を図る。特に科学研究費補助金の申請については、全学で

積極的に取組み、申請件数の増加に努める。 
イ 研究の水準及び研究の成果 

・ 地域連携研究センターの研究支援機能について引き続き検討を行い、事務局

体制を含めた学内外の研究者支援制度の拡大を図る。 
・ 大学の知を社会に還元するため、公開講座、研究会、講演会等を開催する。 
・ 地域連携研究センターに設置された紀要編集委員会において、教員の研究成

果を取りまとめた紀要（SCU Journal of Design & Nursing -札幌市立大学研究

論文集-）を発行する。また、シーズとなる教員の研究分野、研究内容等の情報

をホームページ等で公開する。 
・ 共同研究等を推進する地域連携研究センターが中心となり、産業界等との連

携を深める。また、大学院の設置により、新たな解決策の創出に向けた先端的

かつ実践的な研究を推進し、複合的な地域課題の解決に積極的に取り組む。 
・ 研究成果を教育課程へ反映した活用例を収集し、事例集を作成する。また、
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研究成果の教育課程・講義へのフィードバックに関するアンケート調査につい

ては、大学院開設に伴い一部見直しを行いながら実施するとともに、研究成果

を教育に反映する方策を引き続き検討する。 
・ 各教員の研究活動等を定期的に把握・検証するための仕組みや方法、検証・

評価体制について、引き続き検討を行う。 
(2) 研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置 

ア 研究費 

・ 個人研究費ならびに学術奨励等競争的研究費を活用し、様々な地域課題に取

り組む戦略的な研究を支援する。 
・ 教員評価にかかる自己申告方法等の確立を受け、平成２１年度実績に関する

自己申告を実施し、教員評価実施に向けて取り組む。また、研究費への評価結

果反映の具体的方法について、引き続き検討する。 
・ 共同研究費については、地域貢献に資する共同研究ならびにデザインと看護

の連携した共同研究に重点的に配分し、共同研究を推進する。 
イ 研究の実施体制 

(ｱ) 附属研究所（地域連携研究センター） 

・ 産学連携事業に関わる前年度の調査結果を踏まえ、今年度も一部調査内容

及び対象を見直してニーズ調査を実施する。また、調査結果を基により効果

的な地域貢献事業の実施ならびにサテライトキャンパスの活用方法について

検討を行う。 

・ 地元企業や他大学等との共同研究や受託研究による都市機能・都市景観の

向上、デザインや IT 関連等の産業振興策と連携した地域ブランド及び新産業

の創出を支援する。 
・ デザイン・看護両学部の連携によるユニバーサルデザインの視点に立った

都市基盤整備や医療･福祉分野を対象とするデザイン研究に取り組む。 
・ 看護職に対する専門的情報の収集･提供、相談･指導窓口の周知・活用方法

を検討する。 
・ 地域看護や在宅看護・介護に関する研修会、講演会などを開催する。また、

認定看護管理者の育成を目的とするサードレベルの教育を実施する。 
(ｲ) デザイン学部と看護学部の共同研究実施体制 

・地域連携研究センターは、各学部あるいは両学部における研究を支援し、そ

の推進を図る。また、道内外の大学・研究機関等と連携・協力して研究を推

進する。 
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３ 地域貢献等に関する目標を達成するための措置 

(1) 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

ア 地域の産業、まちづくり、保健・医療・福祉等への貢献 

・ IT 関連分野、観光分野等のデザイン研究、北方圏の新しいデザインモデルの

創造等に取り組む。 
・ 医療･看護･介護機器ならびにユニバーサルデザイン・バリアフリー住宅等に

関する研究開発等に取り組む。 
・ 地域住民等との連携による地域文化の掘り起こしや、都市機能・都市景観の

向上につながる研究に取り組む。 
・ 地場産品のデザイン研究、農村等の環境や景観向上に関する研究、地域看護

に関する研究に取り組み、その成果の公表、提供等を通じて地域貢献に取り組

む。 
イ 教育面での貢献 

・ 新しいサテライトキャンパスにおける情報ネットワーク等に関する前年度調

査を踏まえ、多様なメディア機器等の整備について検討する。 
・ 関係機関との連携等により、多様な講座を提供するとともに、専門職業人の

継続教育等への需要に応えるプログラム開発に取り組む。その一環として、地

域連携研究センターにおいて、認定看護管理者育成を目的としたサードレベル

の教育を継続する。また、看護職の再就職に向けた教育のサポートを計画する。 
・ 市民への図書の貸出しを実施するとともに、図書館運営会議においてサービ

ス向上に向けた取組について検討を行う。 
・ 高校生を対象とした出前講座や公開講座等を行うとともに、高校関係者との

協議を進め、高等学校とのより一層の連携の具体的方策を検討する。また、小

中学生に対しても、大学の持つ教育機能の提供を進めていく。 
・ 札幌市立高等専門学校の教育環境を維持・向上させるため、教育研究面で積

極的に連携・協力を図る。 
ウ 大学間連携 

・ 大学間の単位互換や大学施設の相互利用、大学間連携による共同講義、共同

公開講座、共同研究等の実施等に向け、他大学及び関係機関と協議を行う。 
エ 札幌市との連携 

・ 札幌市の行政施策に関連する各部局との連携を推進するため、総合窓口とな

る連携会議等の情報交換の場を設け、地域課題の解決に対する取組みを行う。 
   オ 大学院における取組 

    ・ 大学院では、先端的かつ高度な教育・研究に取り組むとともに、地域や産業

の振興など、地域に関連する様々な課題について研究を行う。また、教育成果

や研究成果等の知的資源を情報公開、公開講座を活用して地域に還元するとと
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もに、地域を対象としたプロジェクトに取り組む。 
(2) 国際交流に関する目標を達成するための措置 

ア 海外大学との連携等 

・ 地域連携研究センターが中心となり、海外の大学・研究機関等との連携等に

よる研究者・学生の交流を推進する。 
・ 国際会議の開催や参加等を通じて、国際的な大学・研究機関との連携、交流

を促進する。 
・ UMAP（アジア太平洋大学交流機構）等の大学関連国際機関に参加する。ま

た、国内の参加大学の活動状況を調査し、本学としての取り組みの可能性を検

討する。 
・ 地域研究連携センターが中心となり、具体的な留学生の受け入れ条件を調整

しながら検討を進める。また、交流協定校以外の大学・機関等とも、教育・研

究を通じた多様な国際交流に取り組む。 
イ 留学生の受入れ 

・ 交流協定校を中心とした海外の大学との教育研究等に関する連携を進め、具

体的な留学生の受け入れ条件を調整しながら検討を進める。また、交流協定校

以外の大学・機関等とも、教育・研究を通じた多様な国際交流に取り組む。 
・ 留学生に対する生活支援、学習支援等、各種支援体制について、順次整備を

進めていく。 
 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

 １ 運営体制・手法に関する目標を達成するための措置 

  (1) 理事長のリーダーシップに関する目標を達成するための措置 

   ア 公立大学法人の経営戦略の策定 

・ 経営戦略に基づき、理事長のリーダーシップにより、目標達成に向け着実な

業務運営を行う。 
イ 役員会及び理事のサポート 

・ 役員会において最重要事項の審議を行うとともに、各役員の専門性を発揮す

るため、役割を分担し理事長をサポートする。 
ウ 企画戦略室の設置等 

・ 企画戦略室において経営戦略に係る事項を推進する。 
エ 学内の資金配分 

・ 研究費については基礎的な個人研究費のほかに、学術奨励等競争的研究費を

設ける。また、理事長の裁量により留保する戦略的経費の中から大学が様々な

地域課題に取り組む戦略的な研究費に充てる。 
・ 研究費以外の予算についても、理事長が裁量により重点的に配分することが
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出来る資金を設けるなど、平成 23 年度予算編成方針は、公立大学法人全体の経

営戦略、札幌市立大学の教育研究上の理念・目的等を考慮し、策定するととも

に、戦略的かつ柔軟な予算配分を行う。 
(2) 公立大学法人の組織に関する目標を達成するための措置 

ア 理事並びに経営審議会及び教育研究審議会の委員への学外者の登用 

・ 学外から登用した専門家・有識者である理事の活用を図る。 
・ 学外から登用した経営に関する有識者である経営審議会委員の活用を図る。 
・ 学外から登用した教育研究に関する有識者である教育研究審議会委員の活用

を図る。 
イ 教授会等 

・ 教授会および学内委員会の審議事項を厳選し、全学の学内委員会の数を常に

15 以下となるようにする。 
・ 役員会等の重要な会議の議事内容が、すべての教員に周知されるよう情報の

共有化を行う。 
(3) 経営手法に関する目標を達成するための措置 

ア マネジメントサイクルの徹底 

・ 公立大学法人の経営戦略に基づいて、公立大学法人全体および各部局単位で、

企画立案から執行、評価、評価に基づく企画立案に至るマネジメントサイクル

を業務毎に周期を定めて徹底を図る。 
・ 役員会等に対し前年後の業務実績報告を行うとともに、中期計画、前年度の

評価委員会の評価結果及び自己点検・評価結果を踏まえ、年度計画を策定する。

また、自己点検・評価委員会はこれまで蓄積された業務執行データに基づき開

学後４年間の自己点検・評価を行う。 
イ 経営資源の管理・活用 

・ 役員会、経営審議会、部局長会議等を通じて理事長を始めとする経営層が、

法人の経営資源の把握が容易となるよう運営を行う。 
・ 理事長は経営戦略に基づき、効果的、効率的な経営資源の配分・活用につい

てそのリーダーシップを発揮する。 
・ 公立大学法人の有する知識、技術等の情報を、電子メールや教職員専用学内

ホームページ等により積極的に情報提供し、情報の共有化を図るとともに、教

育研究の活性化や地域貢献に積極的に活用する。 
(4) 教職員の役割に関する目標を達成するための措置 

ア 教職員による運営への関与 

・ 事務局職員は学内委員会の委員として参加し、教職員が一体となって公立大

学法人の運営にあたる。 
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イ 専門性の高い事務局体制 

・ 高い専門性を有する事務局体制を維持するため、札幌市からの派遣職員を計

画的にプロパー職員等に切り替える。 
 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

(1) 学部・学科 

・ 大学開学から 4 年間の教育・研究活動を点検・評価し、あわせて学部・学科体

制の検証を行う。 
(2) 助産学専攻科 

 ・ 平成 22 年 4 月に助産学専攻科を開設し、看護学を基盤に助産に関する幅広く高

度な知識と正確な技術を育み、地域社会における母子保健の向上に貢献できる人

間性豊かな助産師の育成を開始する。 

(3) 大学院 

 ・ 平成 24 年 4 月に大学院博士後期課程の開設を目指し、設置の趣旨・必要性、教

育課程、教員組織等に関する具体的な検討を行うとともに、平成 23 年 5 月末の文

部科学省に対する設置認可申請に向けた準備を進める。 
 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

(1) 人事制度に関する目標を達成するための措置 

ア 多様な任用・勤務形態の構築 

・ 「公立大学法人札幌市立大学教員の任期に関する規程」に基づき、教員の任

期更新に関する具体的手続を進める。また、教員評価制度特別委員会において、

活用可能なデータについて、引き続き検討する。 
・ 教員の裁量労働制・兼業許可制度について継続し運用する。また、特任教授

の制度を導入する。 
イ 専門性の高い事務局職員の育成 

・ 大学事務に精通した高い専門性を有する職員を育成するため、学内研修を実

施するとともに、学外研修会等への参加を促進する。 
(2) 評価制度に関する目標を達成するための措置 

・ 教員評価にかかる自己申告方法等の確立を受け、平成２１年度実績に関する

自己申告を実施し、教育研究活動等の活発化・教員の資質向上を図ることを目

的とした教員評価実施に向けて取り組む。また、評価結果の反映の具体的方法

について、引き続き検討する。 
 ・ 教員評価にかかる自己申告方法等の確立を受け、平成 21 年度実績に関する自

己申告を実施し、教員評価実施に向けて取り組む。また、評価結果の反映の具

体的方法について、引き続き検討する。 
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 ・ 平成 20 年度、21 年度実績に関する自己申告の状況を踏まえ、給与及び個人

研究費への反映方法、割合等について、検討を行う。 
・ 「公立大学法人札幌市立大学職員の人事評価に関する規程」に基づき事務局

職員の評価を実施する。 
(3) 教職員の配置・定員の適正化に関する目標を達成するための措置 

・ 大学院教育を含め、大学全体で求められる教員組織について検討し、その上

で計画的に教員を採用するとともに、事務の効率化を図りながら定員管理を行

い、適正な教職員数を実現する。 

 

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

・ 財務会計システム、教学システム、図書システム等の更新に向け、所管事務局

が調査・検討を行い、各システムを順次整備し、引き続き事務の効率化・合理化

を図る。 
・ 既存システムの拡充等について検討を進める。 
・ ＩＣカード学生証・教職員証、図書のＩＣ管理タグの運用により事務の省力化

を図る。 
・ 電子メールや教職員専用学内ホームページの活用によるペーパーレス化を図り、

事務処理の迅速化・効率化を推進する。 
・ 事務局業務については、前年度に行った業務の外部委託について、業務の効率

化・合理化の効果の検証・評価を行い、その結果等を踏まえ、委託業務を拡大す

るなどの業務改善を進める。 
 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

・ 地域連携研究センターにおいて、教員の研究活動に関する情報を収集し、そのデ

ータベースを構築する。 
・ 地域連携研究センターにおいて、前年度の調査を踏まえ民間企業、国、地方公共

団体等における研究・調査に係るニーズを広く把握し、効果的に学内の研究成果と

結び付ける。 
・ 地域連携研究センターにおいて、科学研究費補助金等の競争的資金を積極的に獲

得するために、競争的資金に係る情報収集、申請に係るサポート等を行い、教員に

対して競争的資金獲得のための申請を奨励する。特に科学研究費補助金の申請につ

いては、全学で積極的に取組み、申請件数の増加に努める。 
・ 外部研究資金について、定期的に監査を実施する。 
・ 地域貢献につながる公開講座を実施する。 
・ 知的財産規程に基づき、有効に活用することができる知的財産については、本学
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教員が職務発明した権利を大学が継承する。 
 

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

・ 事務局職員の配置にあたっては、庶務、経理等の事務を芸術の森キャンパスに集

約するなど、適正な職員配置を行う。 
・ 冷房、暖房の温度設定管理の徹底等により、光熱水費の抑制を図る。また、教職

員、学生に対して省エネルギーに関する啓発活動を積極的に行う。 
・ 清掃等の業務委託の際には、光熱水費の節約や環境に対する配慮について明記す

る。 
・ 教職員の適正な人員管理を行うとともに、必要に応じて事務局業務の外部委託を

行う。 
 

３ 資産の運用管理に関する目標を達成するための措置 

・ 余裕資金の安全かつ効果的な運用を図る。 
・ 学内施設の学外者への有料貸出しについて、貸出し条件の整備等運用上必要な取

り決めを行い、順次運用を開始する。 
・ 知的財産ポリシーに基づき、地域連携研究センターの下にある知的財産委員会は、

知的財産の管理・運用を行う。 
 

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状

況に係る情報の提供に関する事項に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

・ 平成 20 年度に実施した自己点検・評価の検証結果を踏まえ、開学後、学士課程４

年間の自己点検・評価を実施する。さらに、平成 23 年度に認証評価機関による評価

を受けるための申請資料の作成・準備を進める。 
・ 教育･研究の水準の向上を目指し、自己点検・評価結果等を基に年度計画を策定す

るとともに、次期中期計画の策定準備を進める。また、本学における教育・研究上

の特長を社会に広く周知するため、ホームページや報告書を通じて評価結果を公開

する。 
 

２ 情報提供の推進等に関する目標を達成するための措置 

(1) 情報提供に関する目標を達成するための措置 

・ 広く市民に以下の情報を周知するために本学のホームページ及びパンフレット

(刊行物)を充実する。ホームページは、迅速に新規の情報を提供し、誰もがこれら

の情報を容易に把握できるよう逐次改善を行う。このほか様々な媒体を通じて、

効果的な広報活動を展開する。 
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 ① 大学の設置の趣旨及び特色並びに教育研究上の目的及び特色 
 ② 育成する人材像 
 ③ 教育課程の内容及び開設科目のシラバス等教育内容・方法 
 ④ 教員組織、施設・設備等の教育環境及び研究活動 
 ⑤ 選抜方法、受験者数、合格者数、入学者数等の入学者選抜に関する情報 
 ⑥ 公開講座等の大学における学習機会 
 ⑦ 卒業生の就職・進学状況 
 ⑧ 自己点検・評価及び地方独立行政法人評価委員会の評価結果 
 ⑨ 設置認可申請書 
 ⑩ 学則その他の規程 
 ⑪ 図書館に関する情報 
 ⑫ サテライトキャンパスに関する情報 
 ⑬ オープンキャンパスに関する情報 
 ⑭ 大学行事に関する情報 
 ⑮ 大学の資料請求に関する情報  
・ 地域連携研究センターに設置された紀要編集委員会において、平成 22 年度の教

育研究活動の成果を取りまとめた紀要（SCU Journal of Design & Nursing -札幌

市立大学研究論文集-）を発行する。なお、紀要は、審査（査読）を経た論文・制

作を含んだ内容とする 
・ 市民向けの公開講座を開催するとともに、講演会等へ教員を積極的に派遣する。 

(2) 個人情報の保護に関する目標を達成するための措置 

・ 個人情報保護事務取扱規程及び個人情報保護ポリシーに基づき個人情報の適正

な取り扱いを行う。 
 
Ⅴ その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 施設・設備の整備・維持管理に関する目標を達成するための措置 

・ 学部完成及び大学院開設に伴う施設・設備の整備が完了したため、より教育課程

に沿った施設・設備の整備を目的に、ニーズ調査等を実施し、順次整備を進める。 
・ 施設保全計画（施設、設備の中・長期的な維持管理計画）に基づいて、計画的に

施設・設備の保守・修繕等を PDCA サイクルにより実施するとともに、次期中期計

画期間中の計画修繕に向けた検討を行う。 
 

２ 安全管理等に関する目標を達成するための措置 

・ 事故等を未然に防止するために、全学的な安全衛生管理体制について、教職員及

び学生への周知を徹底する。 
・ 危機管理マニュアル及び防災計画の適切な運用を図る。 
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・ キャンパス・ハラスメント防止委員会により、ハラスメントや違法行為が行われ

た場合の対応を行うとともに、防止策や対応策の周知を徹底する。 
・ 学生に対して、ガイダンスの実施や学生生活ハンドブックを通して、学則の周知

徹底を図る。 
 

３ 環境に関する目標を達成するための措置 

・ マイクロガスタービンによるコージェネレーションシステム（芸術の森）及び地

熱利用システム（桑園）の活用により、引き続きエネルギーの有効利用を図る。 
・ 学用車のリースに当たっては、環境に配慮したハイブリッド車を使用する。 
・ 環境負荷軽減のため室温管理や適切な換気等を行い、省エネルギーを徹底する。

また、教職員、学生に対して省エネルギーに関する啓発活動を積極的に行う。 
・ 電子メールや教職員専用学内ホームページの積極的な活用によりペーパーレス化

を図る。 
 
Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

  別紙のとおり 

 

Ⅶ 短期借入金の限度額 

 １ 短期借入金の限度額 

   ２億円 
２ 想定される理由 

   運営費交付金の受入れ遅延および事故の発生等により緊急に必要となる対策費とし

て借り入れることが想定される。 
 

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

  なし。 
 

Ⅸ 剰余金の使途 

  決算において剰余金が発生した場合、教育研究の質の向上および組織運営の改善に充

てる。 
 

Ⅹ 施設及び設備に関する計画 

・ 経常的修繕 

・ 緊急修繕  等 

総額 25 百万円 

（注）金額については見込みであり、上記のほか、業務の実施状況に応じた施設・設備
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の改善や、老朽度合いに応じた改修等を追加することもあり得る。 
 

ⅩⅠ 人事に関する計画 

・ 大学院教育を含め、大学全体で必要な教員組織及び構成について検証し、その上で

計画的に教員を採用し、適正な教員配置を行う。 
・ 札幌市からの派遣職員のプロパー化の推進により、大学事務に精通した高い専門性

を有する職員を公立大学法人において育成する。 
・ 教職員の能力開発や意識向上を図るための学内研修会を行うとともに、必要に応じ

て外部研修に教職員の派遣を行う。
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別紙 予算、収支計画及び資金計画（人件費の見積りを含む） 

１．予算 
（単位：百万円） 

区   分 金   額 
収入 
 運営費交付金 
 授業料等収入 
 受託研究等収入及び寄附金収入 
 補助金収入 
 その他収入 
 目的積立金取崩 

計 

 
１，５２１  

４４４  
２２ 
１４ 
１１  

１０９ 
 ２，１２１  

支出 
 教育研究経費 
 受託研究等経費及び寄附金事業費等 
 人件費 
 一般管理費 
 補助金事業費 

計 

 
４６７  
２１  

１，２５４  
３６５  

１４  

２，１２１  
  
２．収支計画 

（単位：百万円） 
区   分 金   額 

費用の部 
 経常費用 

教育研究経費 
  受託研究等費 
  人件費 
  一般管理費  
  財務費用 

減価償却費 

  
２，１５９  

４１８  
２１  

  １，２５４  
   ３２０  

８  
１３８  

収益の部 
 経常収益 

運営費交付金収益  
授業料等収益 

  受託研究等収益 
  補助金収益 
  資産見返運営費交付金戻入 
  資産見返寄附金戻入 

資産見返物品受贈額戻入 
雑益 

   その他収益 
純利益（純損失） 
目的積立金取崩益 
総利益（総損失） 

 
２，０５０ 
１，４９７  

４６３  
２２  
１４ 
２４  
２  

１７  
１１ 
１１  

△１０９ 
１０９ 

０  
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３．資金計画 
（単位：百万円） 

区   分 金   額 
資金支出 
 業務活動による支出 
 投資活動による支出 
 財務活動による支出 
 翌年度への繰越金  

２，２０９  
１，９９４  

２４  
  １０３  
   ８８  

資金収入 
 業務活動による収入 
  運営費交付金による収入 
  授業料及入学金検定料による収入 
  受託研究等による収入 
  補助金等による収入 
 その他収入 
投資活動による収入 

 財務活動による収入 
 前年度よりの繰越金 

２，２０９ 
２，０１２  
１，５２１  

４４４  
２２  
１４ 
１１  
０  
０  

１９７  

 


